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コード 企業名 株価
時価総額
(百万円)

実績ROE PBR
予想配当

利回り
予想PER

銀行
8306 三菱ＵＦＪFG 779 11,041,788 7.29 0.72 2.31% 11.62
8309 三井住友FG 4,824 6,821,404 9.25 0.72 3.11% 8.68
8411 みずほFG 246 6,123,223 8.37 0.75 3.05% 9.47
8308 りそなHLDS 639 1,483,949 11.14 0.90 2.66% 8.51
8332 横浜銀行 761 954,223 8.35 0.97 1.45% 13.77
8369 京都銀行 1,231 466,799 3.47 0.64 0.97% 21.98

保険 8750 第一生命保険 2,087 2,499,675 5.15 0.71 1.68% 15.34
8766 東京海上HLDS 4,673 3,539,911 7.87 0.97 2.25% 14.69
8725 MS&ADインシュアランス 3,556 2,251,985 5.17 0.70 1.97% 13.84

物流 9064 ヤマトHLDS 2,551 1,084,587 6.72 1.88 1.02% 24.53
9062 日本通運 619 642,522 5.13 1.15 1.62% 18.21
9076 セイノーHLDS 1,350 280,368 4.18 0.75 n.a. 18.00

公益企業 9432 日本電信電話 4,492 10,212,088 6.03 1.09 2.23% 15.07
9502 中部電力 1,887 1,430,346 2.7 0.92 1.06% 15.86
9511 沖縄電力 2,999 78,835 3.44 0.54 2.00% 20.13 実効税率34%仮定

NTT持分
税前持分

価値
税後持分価値

(推定)
2015年3月
期純利益

純利益持
分

純資産持分

NTT 9432 NTT 4,492 10,212,088 6.03 1.09 2.23% 15.07 518,066 9,368,888
9437 NTTドコモ 2,333 9,532,106 7.44 1.67 3.00% 19.28 63.32 6,035,730 4,335,429 410,093 259,671 3,614,209
9613 NTTデータ 6,140 1,722,270 4.43 2.26 1.14% 30.70 54.19 933,298 664,434 32,144 17,419 412,964
8933 NTT都市開発 1,212 398,893 8.4 2.04 1.32% 33.67 67.30 268,455 191,118 16,235 10,926 131,596

単純残余価値・数値 4.42 0.96 21.83 5,021,107 230,050 5,210,119

日本郵政
グループ

日本郵政
持分

持分価値
税後持分価値

(推定)
2015年3月
期純利益

純利益持
分

純資産価値
持分

6178 日本郵政 1,400 6,300,000 3.4 0.41 3.29% 17.03 482,682 15,301,561
7182 ゆうちょ銀行 1,450 6,525,000 3.2 0.47 3.35% 20.39 100.00 6,525,000 6,514,630 369,434 369,434 11,630,212
7181 かんぽ生命 2,200 1,320,000 4.6 0.67 2.55% 15.71 100.00 1,320,000 1,211,200 81,758 81,758 1,969,143

単純残余価値・数値 1.8 -0.84 n.a. -1,425,830 31,490 1,702,206

(注意事項)

株式会社ジー・シー・エス（以下GCS）のホームページ、出版、研究会等で掲載、発行するコメント、レポートおよび資料等（以下資料と記す）は、当社及びその作成者が信頼できると判断した情報に基づき

記載されていますが、GCS及び資料等の作成者は、資料等の記載内容が、真実かつ正確であること、について、そのうちに重要な事項の記載が欠けていないこと保証又は承認するものではありません。

GCSの資料等に含まれる情報や意見（以下情報等）は、いかなる目的で利用される場合におきましても、その利用者の判断と責任において使用されるべきものであり、資料等に含まれる情報等の使用

による結果について、GCS及びその作成者は何ら責任を負うものではありません。資料等の内容、情報等はすべて作成時点のものであり、その後の経済状況等の変化により変わる可能性があり、

今後予告なく変更されることがあります。


